
 1 / 2 

 

郡山市職員の育児休業等に関する条例等の一部改正について 

条例改正の目的及び内容 

【根拠法】（1）地方公務員の育児休業等に関する法律 

（2）育児・介護休業法（育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律） 

【目 的】（1）育児を行う職員の仕事と家庭の両立支援の拡充（2）子の年齢に応じた柔軟な働き方の実現 

【条例改正の内容】（1）部分休業の新たな取得パターンを設ける。※１パターン→２パターン 

（2）「妊娠・出産時」と「子が３歳に達する前」の２回、職員に情報提供・意向確認等をすることを任命権者に義務付ける。 

１ 地方公務員の育児休業等に関する法律の改正に伴う育休条例等の改正（令和 7(2025)年 10 月１日施行） 

【改正項目】 

（1）部分休業の新たな取得パターン（一年度当たり 10日の範囲内）を設ける。 

（2）部分休業の取得時間帯を「勤務時間の初め又は終わり」に限る取扱いを廃止する。 

（3）例外的に、年度途中に取得パターンを変更可能とする「特別の事情」を規定する。 

（4）部分休業の対象となる会計年度任用職員について、「３歳に達するまでの子」から「小学校就学の始期に達するまでの子」に拡大する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

郡山市職員の育児休業等に関する条例 

単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例 

郡山市上下水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例 

要件）・30分単位で 2時間を超えない範囲 

・取得時間帯は、勤務時間の初め又は終わり 

に限る 

要件）・1時間単位で 10日を超えない範囲 

   ※1日単位で取得する場合及び残時間数に 

1 時間未満の端数がある場合は、分単位 

で取得可 

要件）・30分単位で 2時間を超えない範囲    

・取得時間帯の制限はない 

2ｈ  2ｈ 

特別の事情 

改正前（請求：単位指定なし） ・配偶者が負傷又は疾病により入院した場合 
・配偶者と別居した場合 
・その他申出時に予測できなかった事実により、著しい支障が生じると認められる場合 

改正後（請求：年度単位） 

seiky 

１日（2ｈ以上）の取得も可 

パターン① パターン② パターン① 

令和７年６月定例会 
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２ 育児・介護休業法の改正に伴う勤務時間条例の改正（令和７(2025)年 10 月１日施行） 

【改正項目】 

「職員が本人又は配偶者の妊娠・出産等を申し出た場合」及び「子が３歳に達する前」の２回、両立支援制度等に関する情報提供・意向確認・配

慮を行うよう、任命権者に義務付ける。 
 

（1）両立支援制度等に関する情報提供 

（2）両立支援制度等の利用に係る意向確認 

（3）子の心身の状況又は家庭の状況に起因し、子の出生日以後に発生する（発生が予想される）、両立の支障となる事情の改善に資する事項

に係る意向確認 

（4）（3）により意向を確認した事項への配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

郡山市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

職員への情報提供等の義務 

seiky 

３歳 出生 
職員からの 

妊娠・出産等の申出 

「両立支援制度」等の利用に係る 
個別の意向聴取と配慮 

※「育児休業制度」の個別の周知・意向確認は対応済 

「柔軟な働き方を実現するための措置」 
の個別周知・意向確認 

 

「両立支援制度」等の利用に係る 
個別の意向聴取と配慮 

 

妊娠 


